
















































































の単位組合にあたる）は 171 万 3000 組織、工会

































































































































































































































った。1992 年から 2000 年までの 8年間に国有企
























働者は 2001 年現在で 2100 万人以上、農村郷鎮企








事　　項 改革前実施企業の比率 改革後実施企業の比率 増　減（％)
従業員代表大会制度 97.34％ 83.76％ ▼13.58
民主評議 72.98％ 57.81％ ▼15.17
団体交渉労働協約制度 76.84％ 30.60％ ▼46.24
工会経費の定期的交付 53.59％ 36.80％ ▼16.79
工会組織数 3525 組織 3020 組織 ▼14.32
工会会員 ИЙ ИЙ ▼16.70





























































































































全国の工会会員数は 1億 3397 万人となっている。
1999 年 8689 万人を比較すると、4708 万人の増加、
54.2％の増加率となっている。工会の基層組織





























見』を発表した。2000 年 12 月、中華全国総工会









































2002 年まで、各級工会は累計 104 億元以上資金





















　2001 年 8 月には、中華全国総工会と労働社会
保障部、および中国企業連合会／中国企業家協会
は国レベルの労使関係三者協議の制度を発足させ
た。2002 年まで全国で 30 の省、自治区、直轄市
が三者協議の場を設けている。2002 年 8 月には、
国家労働関係協調会議弁公室から『健全な労働関
係三者協議メカニズムの設立に関する指導意見』

































































































































































































(6)　　┪工人日報』2001 年 11 月 5 日。













動白皮書』2003 年 1 月。







動白皮書』2003 年 1 月。
(14) 　常　凱『中国の労働争議と労働組合の役割』
日本労働研究機構国際講演会の講演要旨により。
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